様式第２号（第７条関係）

守山市新商品・新たな体験コンテンツ開発事業費補助金事業計画書

	事業者・団体
・
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の
情報
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	

	
	法人名・屋号
※個人の場合は不要
	

	
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	

	
	代表者役職
※個人の場合は不要
	
	氏　名
	

	
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	

	
	市内事業所
所　在　地
	〒　　　-
　

	
	設立年月日
	年　　月　　日
	常時雇用従業員数
	人

	
	業　　種
	

	
	事業概要
	


	 担当者情報
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	
	部　署
	

	
	氏　名
	
	
	

	
	連絡先
	
	－
	
	－
	
	役　職
	

	
	E-mail
	



	申請該当確認チェック
	

	□
	申請日時点で国・都道府県・市町村税に未納がないこと。

	□
	申請者は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）に規定される暴力団員に該当せず、将来においても該当しません。

	□
	労働基準法（昭和22年法律第49号）、職業安定法（昭和22年法律第141号）その他労働関係法令をはじめとした法令に関して重大な違反はありません。
※団体および個人にあってはチェック不要

	□
	風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条に規定する営業を行う者ではありません。
※団体および個人にあってはチェック不要

	□
	申請内容と事実が相違することが判明した場合、事業の採択、補助金の交付が受けられないこと、または補助金の交付決定の全部または一部を取り消されることになっても意義はありません。また、これにより生じた損害については、当方が一切の責任を負うものとします。



１　開発概要
	事業名称（タイトル）
	□ 新商品　　□ 新たな体験コンテンツ

	
	（簡潔に事業名にタイトルをつけてください）


	開発概要
	（簡潔に今回開発する新商品・新たな体験コンテンツの説明、事業対象やスケジュールなど）


	開発の目的・背景
	（申請者が考える現状課題、必要とされている新商品・新たな体験コンテンツ等について）


	開発後の取組の方向性・販路
	（新商品においては開発後の販売手法、新たな体験コンテンツにおいては実施手法など）


	補助金により
実施する事業内容
	（補助金を用いて、パッケージデザイン委託、コンサル依頼など、実施内容を具体的に）


	事業実施体制
	（本事業を実施するにあたり、連携する法人・団体等がある場合はその明示）



※事業企画書とは別に本計画書へ簡単に概要を記載ください。

２　開発期間（注：採択予定日から２月末日（新たな体験コンテンツについては12月末日）まで）
	開始予定年月日
	年　　月　　日
	完了予定年月日
※最終２月末(新たな体験コンテンツについては12月末日)までに完了するもの
	年　　月　　日



３　商品化加算の希望有無
	新商品は守山市ふるさと応援寄付金返礼品への登録、
新たな体験コンテンツは市が構築する体験コンテンツを集約したプラットフォームへの登録
	· 希望する　□ 希望しない


４　開発に係る資金計画概要
(1) 本事業による取組みに係る全体経費の内訳（注：税抜きで記載すること。）
	経費内容
	経費（円）
	内訳(積算) 単価×数量

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	合計金額（円）＝総事業費
	円【①】
	



	補助対象経費（【①】のうち対象外経費を除いた額）
	円【②】

	【②】×１/２
	円【③】

	補助上限額 ＝ 200,000円
	200,000円【④】

	商品化加算　※希望する場合のみ
【③】（千円未満切捨）または【④】のいずれか小さい方の１/２
	円【⑤】

	本市への補助金申請額 
【③】（千円未満切捨）または【④】のいずれか小さい方
または商品化加算を希望する場合は【③】（千円未満切捨）または【④】のいずれか小さい方に【⑤】を加算した額
	円【⑥】



(2) 本事業に係る資金調達計画書
	[bookmark: _Hlk225264201]収入の種類
	予算額

	本件の補助金申請額　【⑥転記】
	円【⑥】

	守山市補助金以外
	　　　計
	円【⑦】

	
	自己資金
	円
	

	
	借入等
	円
	

	資金計画合計
	円【⑥＋⑦】



(3) 上記(1)および(2)への資金計画に関する補足説明など（特に記載なければ空欄可）
	（補足を要するべき資金計画、他の補助・支援等を受けている、または受ける予定がある事業名等）






